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資源の状態 

目的 

1994 年に発効した国連海洋法条約（United Nations Convention on the Law of the Sea）

では、沿岸の水産資源は沿岸国が適切に管理することになっており、資源の状態を知り、資

源管理を行いつつその持続的な利用を図っていくことは沿岸国の責務となっている。資源の

評価は、生物の情報、漁業の情報などを総合的に分析することでできるが、水産庁からの委

託により水産研究・教育機構が実施している資源評価は、これまで 20 年以上にわたり、国に

よる漁獲可能量（TAC）の設定や国際機関によるルールづくりなどに活用されてきた。ここで

は、評価対象となっている資源について、十分な調査研究がなされているか、海の中にどれ

くらい存在しているか、増えているのか減っているのか、持続的な利用のために透明で適正

な評価システムが確立されているか、対象資源が栽培漁業の対象となっている場合には、そ

の効果が検証可能な形で実施されているか、などを評価する。 

 

評価範囲 

① 評価対象魚種の漁業と海域 

 評価対象魚種のキハダは中西部太平洋が資源評価対象海域である。 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 太平洋共同体（SPC）が各国の漁獲統計資料を収集している。 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 太平洋共同体（SPC）が漁期年で 1952 年以降の四半期別・漁法別漁獲量、各漁業による漁

獲物の体長頻度データ、及び標準化された資源量指数などの資源評価資料を収集している。 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収集する。 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理生態研究に関する論文・報告書を収集する。 
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1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには生活史や生態など対象魚種の生物に関する基本的情

報が不可欠である(田中 1998)。対象魚種の資源状況を 2 以降で評価するために必要な、生理・

生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1～1.1.3 の 3 項目について評価する。評価対

象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・成長・寿命、③成熟と産卵である。個別に採点した

結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1 分布と回遊 

 キハダは熱帯域から温帯域にかけて広く分布する。若齢で小型のキハダは、似たような大

きさのカツオやメバチと群れを作ることがあり、これらはもっぱら表層に分布する。成長す

るにつれて、キハダ単独の群れとなり、より水深の深い層にも分布するようになる。また、

夏季には緯度で 40 度近くまで分布するが、冬季には緯度で 30 度以上に分布することは稀で

ある(佐藤 2019)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

生活史の一部

のステージに

おいて、把握

され、十分で

はないが、い

くつかの情報

が利用できる 

生活史のほぼ

全てのステー

ジにおいて把

握され、資源

評価に必要な

最低限の情報

がある 

生活史の一部のス

テージにおいて、

環境要因による変

化なども含め詳細

に把握され、精度

の高い情報が利用

できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.2 年齢・成長・寿命 

 成長式は、耳石日輪と標識放流調査結果から成長を解析した結果（Lehodey and Leroy 1999）

は、von Bertalanffy 成長式を当てはめると、若齢期（体長 80 cm 以下）を過大推定する傾向が

みられたため、2 歳までは、耳石日輪や標識放流調査結果に四半期ごとに合致させることと

し、その後の成長は、von Bertalanffy 成長式に従うものとした(Davies et al. 2014)。本種の尾叉

長は 2 歳で 106cm、4 歳で 140cm7 歳で 153cm 程度となり、寿命は、年齢査定の結果や成長が

速いこと、漁獲物にあらわれる最大体長は 170 cm 程度（5 歳）であることから、メバチより

短く、7～10 年と考えられている。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 
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1.1.3 成熟と産卵 

 雌の生物学的最小形は60cm程度との報告もあるが、50%成熟は体長105cm程度である(Itano 

2000)。産卵は水温 24℃以上の水域で周年行われると考えて良いが、季節性もみられ、産卵盛

期は熱帯域で、西部太平洋(東経 120 度～180 度)は 12 月から翌 1 月、より東に位置する中央

太平洋(180 度から西経 140 度)は 4～5 月との報告がある(Kikawa 1966)。また、3～5 月の産卵

は、11～12 月の産卵よりも活動的だとする報告もある(Yesaki 1983)。以上より 3 点を配点す

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 

 

1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査は、対象魚種の把握並びに資源管理

の実施において多数の有益な情報を得ることができる。モニタリング体制としての項目並び

に期間について、1.2.1～1.2.4 の 4 項目において資源評価の実施に必要な情報が整備されてい

るかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁獲量の把握、③漁獲実態調査、

④水揚物の生物調査、である。個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。こ

こで言う期間の長短とは、動向判断に必要な 5 年間または、3 世代時間（IUCN 2014）を目安

とする。 

1.2.1 科学的調査 

 近年、調査船による仔魚稚魚の分布生態調査、加入量調査などは定期的に行われていない

ものの、1990 年代までは、日本の公庁船などによって、仔稚魚の分布調査が定期的かつ広範

囲に行われていた(Nishikawa et al. 1985)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

調査な

し 

対象種の生息

範囲において

過去に実施し

たことがある 

対象種の生息

範囲において

不定期に実施

している 

対象種の生息範囲におい

て定期的に実施してお

り、資源のいくつかの項

目の経年変化が把握でき

る 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源の多

数の項目の経年変化

が把握できる 

 

1.2.2 漁獲量の把握 

 2017 年のキハダの総漁獲量は 68.1 万トン（予備集計）で、過去最高値を記録した。内訳は、

まき網が 70%、はえ縄が 12%、竿釣りが 11%、そのほか 5%である。そのほかには、フィリピ

ン及びインドネシアにおける多様な漁業（ひき縄、小型のまき網、刺網、手釣りなど）が含ま

れている(図 1.2.2; WCPFC 2018a)。以上より 5 点を配点する。 
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図1.2.2 中西部太

平洋におけるキハ

ダの漁法別漁獲量

（上）と国別漁獲

量（下） 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は不

明である 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間把握

できているが、総漁獲量に

ついては把握できていない 

総漁獲量が短

期間把握でき

ている 

総漁獲量が

長期間把握

できている 

 

1.2.3 漁獲実態調査 

 国の委託事業として水産研究・教育機構、及び関係道県により毎年漁獲実態調査が実施さ

れている。また諸外国での漁獲実態については、太平洋共同体(SPC)及び中西部太平洋まぐろ

類委員会(WCPFC)の場で情報が交換されている(Williams and Terawasi 2016)。以上より 5 点を

配点する。 
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図1.2.3 まき網の操業日数

（上図）とはえ縄の隻数（下

図） 

 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.2.4 水揚物の生物調査 

 国の委託事業として水産研究・教育機構、及び関係道県により毎年漁獲物の生物調査が実

施されている。また、諸外国での生物調査については、太平洋共同体（SPC）および中西部太

平洋まぐろ類委員会(WCPFC)の場で情報が交換されている。各国のポートサンプリング調査、

オブザーバー調査等を通じて、耳石、生殖腺などの生物試料の収集が行われている(Smith et al. 

2016)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響により漁獲生物資源がどのように変化したか、また、今後

の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析することであり、資源（漁

業）管理のための情報として非常に重要である（松宮 1996）。資源評価方法、資源評価結果

の客観性の 1.3.1、1.3.2 の 2 項目で評価する。 
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1.3.1 資源評価の方法 

 資源評価モデルは Multifan-CL（Fournier et al. 1998、Hampton and Fournier 2001、Davies et al. 

2014、Tremblay-Boyer et al. 2017）が用いられた。資源量指数として、まき網に関しては、フ

ィリピン船（Bigelow et al. 2014）、パプアニューギニア船（Mckechnie et al. 2017）の標準化 CPUE

が用いられた。はえ縄に関しては、日本船、台湾船、韓国船をはじめとした複数の国のデー

タを複合した標準化 CPUE(Davies et al. 2014)が用いられた。以上より評価手法 1 により判定

し、5 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量推

定の経年変化に

より評価 

詳細に解析した現

存量推定の経年変

化により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

詳細に解析した

CPUEの経年変化

により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価 

. . 

④ . . . 調査に基づき資

源評価が実施さ

れている 

精度の高い調査に

基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.3.2 資源評価の客観性 

 資源評価は、管理機関から独立した太平洋共同体（SPC）の科学専門グループにより行われ、

管理機関である中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）の科学委員会が SPC の評価結果を検

討し、承認することになっている。なお、2011 年のメバチ資源評価に対して、外部レビュー

が実施され(Ianelli et al. 2011)、その指摘事項は以降のキハダ資源評価にも適宜取り入れられて

いる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場

が非公開であり、

報告書等の査読も

行われていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開

されており、資源評価手

法並びに結果については

外部査読が行われている 

 

2 対象種の資源水準と資源動向 

2.1 対象種の資源水準と資源動向 

 資源評価から得られる水準と動向の情報は、対象資源の生物学的側面にとどまらず、社会、
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経済にも直結する重要な情報である。このため、資源評価結果から得られる資源水準と動向

については単一項目として評価する。我が国では ABC 算定のための基本規則を制定し、資源

水準と動向を組み合わせた資源評価を実施してきた（水産庁・水産総合研究センター 2016）。

本評価では、同規則に従い対象資源の資源水準（高位、中位、低位）と動向（増加、横ばい、

減少）の組み合わせにより、資源状態を評価する。ここで、資源水準とは、過去 20 年以上に

わたる資源量（漁獲量）の推移から「高位・中位・低位」の 3 段階で区分したもの、動向とは

資源量（資源量指数、漁獲量）の過去 5 年間の推移から「増加・横ばい・減少」に区分したも

のと定義する。 

 Spawning potential（産卵資源量、性比、年齢別成熟率、一回あたりの産卵量、産卵回数の情

報を考慮した、産卵可能指数）は 1990 年代から減少傾向にあったが、近年は大きな変動はみ

られない（図 2.1 上）。また、Spawning Biomass ratio（漁業がないと仮定して推定した現在の

状態の産卵資源量を 1.0 としたときの、実際の産卵資源量の割合）は近年、減少傾向にあり、

2015 年の 48 ケースの中央値は 0.37 とされた（図 2.1 下左）。2012 年から 2015 年の平均の産

卵資源量のレベル（SB2012-2015/SBF=0）は 0.33 であり、限界管理基準値（SB/SBF=0 = 0.20）を

上回っている（図 2.1 下右）。以上から水準は過去の平均から最低値の間（中位～低位）、動向

は概ね横ばいとみられる（佐藤 2019）。以上より 2 点を配点する。 

図 2.1 中西部太平洋におけるキハダの Spawning potential の推移（左上）と Spawning Biomass ratio の

推移（左下）、及び F2012-2015/FMSY と SB2012-2015/SB_F=0 の 48 ケースのプロット（右）（WCPFC 2017）。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 

 

3 対象種に対する漁業の影響評価 

3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 2012 年から 2015 年の平均の産卵資源量のレベル（SB2012-2015/SBF=0）は 0.33 であり、限界

管理基準値（SB/SBF=0 = 0.20）を上回っている。また、従来、過剰漁獲能力の基準と見なさ

れてきた FMSY で判断した場合、2012～2015 年の平均漁獲努力は 1.0 を下回った（F2012-

2015/FMSY=0.74）（WCPFC 2017）。このことから、資源は乱獲状態の可能性が低く、漁獲努力

が過剰でない可能性が高い（佐藤 2019）。以上より評価手法 1 により、5 点を配点する。 

評価

手法 
1点 2点 3点 4点 5点 

① Bcur ≦ Blimit 
Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ＞ Flimitまたは 
Bcur ≦ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

② Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

③ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

④ 不明、判定不能 . . . . 

 

3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 将来予測（2012 年の漁獲の強さ、加入が 2002～2011 年の範囲あるいは、親子関係式のばら

つきの範囲で将来の加入があると仮定）を行うと(Pilling et al. 2014)、2032 年までに LRP を下

回る確率及び SBMSY を下回る確率は 1%未満とされた。また、漁獲努力が FMSY を上回る確率

も 1%未満とされた（図 3.2）。以上より評価手法 1 により判定し、5 点を配点する。 

 

 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 

②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 
図 3.2 将来予測の図の説明中西部太平洋におけるキハダ産卵資源の将来予測（Pilling et al. 2014）。
2012 年の漁獲の強さ、加入が親子関係式のばらつきの範囲（左図）あるいは、2002～2011 年の範囲

（右図）で将来の加入があると仮定。縦軸は、漁業がないと仮定して推定した現在の産卵資源量を

1.0 としたときの、実際の産卵資源量の割合 
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3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく、資源管理、漁業管理のための情報を増大

させる一環として位置づけられる（松宮 1996）。漁業管理方策策定における資源評価結果の

反映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

3.3.1 漁業管理方策の有無 

 2014 年 8 月の WCPFC 科学委員会は、太平洋共同体事務局（SPC）の評価結果を承認する

とともに、①漁獲量を過去最高水準（2012 年）より増やすべきではないこと、②科学委員会

が管理目標に合意するまでの間、産卵資源量を現状水準に維持するための措置を実施するこ

とを勧告した（WCPFC 2014）。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業制御規則は

ない 

漁獲制御規則がある

が、漁業管理には反

映されていない 

. . 漁獲制御規則があり、

資源評価結果は漁業管

理に反映されている 

 

3.3.2 予防的措置の有無 

 不確実性を考慮して多数の資源評価シナリオを検討していることから（佐藤 2019）、予防

的措置は取られていると判断できる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置は考

慮されていない 

. . . 予防的措置は考

慮されている 

 

3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 環境変動が及ぼす影響は考慮されていない。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影響

については、調

べられていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影

響が存在する

が、全く考慮

されていない 

環境変化の影

響が把握さ

れ、一応考慮

されている 

環境変化の影

響が把握さ

れ、十分に考

慮されている 

 

3.3.4 漁業管理方策の策定 

 WCPFC 第 15 回年次会合において、以下に列記した現行措置が 2019、2020 年も継続される

こととなった（WCPFC 2018b）。以上より 4 点を配点する。 

まき網（熱帯水域） 

FAD 操業禁止 3 か月(7～9 月）+公海 FAD 操業禁止追加 2 ヶ月（4～5 月もしくは 11～12 月）。 

 FAD 操業禁止は、本船以外の船（tender vessel など）にも適用される。 

 公海操業日数制限は、先進国に加え島嶼国がチャーターする船にも適用。 

 FAD 数規制（1 隻あたり常時 350 個以下）：全条約水域に適用 
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 公海操業日数の制限 

 島嶼国以外のメンバーの大型船隻数制限 

はえ縄 

 メバチの漁獲量制限 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者の意

見は全く取り入れられていな

い、または、資源評価結果は

漁業管理へ反映されていない 

. 内部関係者の

検討により、

策定されてい

る 

外部専門家

を含めた検

討の場があ

る 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU 漁業などの考慮 

 IUU 船舶はリスト化されて、WCPFC ホームページで公表されている(WCPFC 2019)。以上

より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外国漁

船、IUUなど

の漁獲の影響

は考慮されて

いない 

遊漁、外国漁船、

IUUなどの漁獲を

考慮した漁業管理

方策の提案に向け

た努力がなされて

いる 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を一部に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を十分に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を完全に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 
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